
 

 

 

 

 

 

 

 

 

― ニューノーマルを実現する新しい市役所へアップデート ― 
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  Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の到来及び今般の新型コロナウイルス感染症の拡大を契

機として、ＡＩやロボットなどの高度な技術を活用し、「新しい生活様式」に対応した

行政サービスの提供が求められるなど、行政に対する市民ニーズは多様化しています。

このような状況の中、限られた経営資源（職員数、財源）で将来に渡り持続可能な市

政運営を行っていくためには、これまで積み重ねてきた行財政改革の取組みを礎とし

つつも、新たな視点を取り入れた改革が必要となります。 

  そこで、新たな時代に相応しい市役所へ変貌を遂げるための羅針盤となる「行財政

集中改革ビジョン」では、次の４つの柱を設定し、本市が目指す３年後の姿を示して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 「新しい市役所」の実現に向けた行財政集中改革ビジョン 

第１の柱 

スマート自治体への転換による市民サービスの向上 

☆ＩＣＴ技術の活用により、ニューノーマル＊を意識した

非接触、非来庁型の行政サービスを提供します 

☆ＩＣＴ技術の活用により、様々な分野において付加価値

のある充実した行政サービスを提供します 

☆民間事業者のノウハウや資金力を活用し、効率的に施

設を運営していきます 

☆民間事業者や大学など様々な主体との協働により、行

政課題の解決を図ります 

第２の柱 

民間活力等の活用や協働の推進 

第３の柱 

効率的・効果的な行政運営へ市役所風土を変革 

☆ＩＣＴ技術の活用と職員の意識改革により、働き方改

革を進めます 

☆時代の変化に対応した事務事業や組織のスマート化を

進めます 

第４の柱 

持続可能な財政運営の実現 

☆引き続き、自主財源の確保と、より一層のコスト削減を

図ります 

☆公共施設の再編成を進めるとともに、既存施設等の有効

活用に努めます 
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行財政集中改革ビジョン 
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＊ニューノーマル：New（新しいこと）と Normal（正常、標準、常態）を合わせた造語。Withコロナ・

Afterコロナの時代に求められる新しい生活様式。 



 
 

 

 

行財政集中改革ビジョンの４つの柱で掲げる「本市が目指す３年後の姿」の実現に

向けた具体的な実行計画である「行財政集中改革アクションプラン」では、個別具体

的な取組項目を掲げ、戦略的に取組みを推進していきます。 

 

 第１の柱 スマート自治体への転換による市民サービスの向上 

 改革１ ニューノーマルを意識した便利なサービス 

（取組項目例） 

  ・電子申請サービスの拡大 ・公共施設予約システム導入による申請手続の簡素化 

  ・キャッシュレス決済の拡大  

 

 改革２ デジタル技術を活用した頼りになるサービス 

 （取組項目例） 

  ・ＧＩＧＡスクール構想の推進  

・ＡＩ等の新技術を活用した市民への新サービスの提供 

・行政情報発信の充実 など 

 

 第２の柱 民間活力等の活用や協働の推進 

 改革３ 公共施設への民間活力の活用 

（取組項目例） 

・指定管理者制度活用施設の見直し  

・公共施設維持管理業務の包括委託の検討 など 

 

改革４ 民間や他自治体との協力・連携による行政手法の多様化 

（取組項目例） 

・民間企業・大学等との連携による各種事業の展開 

・他自治体との広域連携の推進 など 

 

 第３の柱 効率的・効果的な行政運営へ市役所風土を変革 

 改革５ ＡＩ等新技術を活用した働き方改革 

（取組項目例） 

 ・ＡＩ及びＲＰＡ等の活用 ・テレワークの実施 など 

 

 

 

Ⅶ 行財政集中改革アクションプランの改革項目 
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行財政集中改革アクションプラン(イメージ) 



 
 

 改革６ 時代や状況の変化への弾力的な対応する組織 

 （取組項目例） 

 ・ペーパーレス化 ・スマート自治体への組織体制の構築 など 

 ・事務事業のスリム化 など 

 

第 4 の柱 持続可能な財政運営の実現 

改革７ 歳入確保と歳出抑制による健全財政の堅持 

（取組項目例） 

・使用料、手数料の見直し ・市税等徴収強化 ・地方公営企業の経営健全化 など 

 

改革８ 市有施設等の適正な管理・活用 

（取組項目例） 

・公共施設の有効活用 ・遊休市有地の売却または貸付 など 


